
地域生活支援事業（必須事業のうち３事業）の実施状況 

実施市町村数 1,471/1,843 

実施市町村 
割合 79.8% 

１ 移動支援事業 

２ コミュニケーション支援事業 
（１） 手話通訳派遣 

実施市町村数 502/1,843 

実施市町村 
割合 27.2% 

実施市町村数 338/1,843 

実施市町村 
割合 18.3% 

実施市町村数 180/1,843 

実施市町村 
割合 9.8% 

実施市町村数 1,724/1,843 

実施市町村 
割合 93.5% 

 （２）手話通訳設置 

 （３）要約筆記派遣 

３ 日常生活用具給付等事業 

各期間の実施割合算定のための分母となる全国市町村数は、それぞれ各期間の末日における全国市町村数である。 

※各自治体からの報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
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H21.4～H22.3 
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※コミュニケーション支援 
事業全体の実施市町村数 

時点・期間 H17.10 H18.10～H19.3 H19.4～H20.3 H20.4～H21.3 H21.4～H22.3 
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移動支援事業の実施状況【都道府県別】 

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,540市町村／1,750市町村（H22.3.31現在）で実施割合は88.0%である。 

平均 
88.0% 

実施割合（％） 

※各自治体からの報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
※数値は平成２１年度値。 

２ 



※各自治体からの報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
※数値は平成２１年度値。 

コミュニケーション支援事業の実施状況【都道府県別】 
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平成20年度 

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,309市町村／1,750市町村（H22.3.31現在）で実施割合は74.8%である。 

平均 
74.8% 

実施割合（％） 

３ 



57.5% 

65.0% 

50.0% 

80.0% 

72.0% 

54.3% 

50.8% 

90.9% 
92.6% 

62.9% 

96.9% 

81.5% 

80.6% 

84.8% 

53.3% 

94.7% 

58.8% 

74.1% 

55.8% 

78.6% 

91.4% 

87.7% 

82.8% 

89.5% 90.7% 
92.7% 

71.8% 

83.3% 

94.7% 

76.2% 

70.4% 

78.3% 

94.7% 

79.2% 

88.2% 
85.0% 

61.8% 

81.7% 

55.0% 

61.9% 
62.2% 

92.3% 

44.2% 

63.4% 

0.0% 

10.0% 

20.0% 

30.0% 

40.0% 

50.0% 

60.0% 

70.0% 

80.0% 

90.0% 

100.0% 

0.0% 

10.0% 

20.0% 

30.0% 

40.0% 

50.0% 

60.0% 

70.0% 

80.0% 

90.0% 

100.0% 

北
海
道 

青
森
県 

岩
手
県 

宮
城
県 

秋
田
県 

山
形
県 

福
島
県 

茨
城
県 

栃
木
県 

群
馬
県 

埼
玉
県 

千
葉
県 

東
京
都 

神
奈
川
県 

新
潟
県 

富
山
県 

石
川
県 

福
井
県 

山
梨
県 

長
野
県 

岐
阜
県 

静
岡
県 

愛
知
県 

三
重
県 

滋
賀
県 

京
都
府 

大
阪
府 

兵
庫
県 

奈
良
県 

和
歌
山
県 

鳥
取
県 

島
根
県 

岡
山
県 

広
島
県 

山
口
県 

徳
島
県 

香
川
県 

愛
媛
県 

高
知
県 

福
岡
県 

佐
賀
県 

長
崎
県 

熊
本
県 

大
分
県 

宮
崎
県 

鹿
児
島
県 

沖
縄
県 

平成21年度 

平成20年度 

（内訳１） 手話通訳者派遣事業の実施状況【都道府県別】 

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,295市町村／1,750市町村（H22.3.31現在）で実施割合は74.0%である。 

平均 
74.0% 

実施割合（％） 

※各自治体からの報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
※数値は平成２１年度値。 
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（内訳２） 要約筆記者派遣事業の実施状況【都道府県別】 
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○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では846市町村／1,750市町村（H22.3.31現在）で実施割合は48.3%である。 

平均 
48.3% 

実施割合（％） 

※各自治体からの報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
※数値は平成２１年度値。 
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（内訳３） 手話通訳者設置事業の実施状況【都道府県別】 
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○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では510市町村／1,750市町村（H22.3.31現在）で実施割合は29.1%である。 

平均 
29.1% 

実施割合（％） 

※各自治体からの報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
※数値は平成２１年度値。 
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 日常生活用具給付等事業の実施状況【都道府県別】 

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,736市町村／1,750市町村（H22.3.31現在）で実施割合は99.2%である。 

実施割合（％） 平均 
99.2% 

※各自治体からの報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
※数値は平成２１年度値。 

７ 
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 地域活動支援センター基礎的事業の実施状況【都道府県別】 

※数値は平成２１年度値。 

実施割合（％） 

平均 
79.0% 

○ 各都道府県内の市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,381市町村／1,747市町村で実施割合は79.0%である。 
※ 一部の被災市町村については、実施状況を確認することができないため、市町村数に含まれていない。 

※各自治体からの報告に基づき、障害保健福祉部企画課自立支援振興室において集計したもの。 

８ 


